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駆除に関する
モデルケーズ事例の作成

目標は・・・
特定外来生物（アライグマ）

防除実施計画　か？

　九州北部では近年アライグマが急速に分布を拡大しつつあり、九州北
部の長崎、佐賀、福岡、大分各県では、県による分布の把握や市町村の
防除計画策定、住民との協働による防除実施が徐々に広がりつつある。
 この事例では、県と環境省、大学が連携し、捕獲調査の枠組みでは実
施できない被害リスク把握・評価を、山口大学他の教育・研究機関が行
っている。具体的には、解剖による寄生虫や伝染病の媒介、希少な野生
動物の食害による地域的な減少・絶滅のリスク、ＤＮＡ解析による分布
起源の把握や分区拡大リスクの把握・評価である。これらの評価に基づ
き、市町村でのより有効な防除計画の策定と実施が促進されている。

　地域の鳥獣害対策を実施する上で、指導的な役割を担う人材
が必要である。そこで、宇都宮大学と栃木県が連携した「里山
野生鳥獣管理技術者養成プログラム」を、文部科学省科学技術
振興調整費の採択を受け、平成21年度より実施している。プロ
グラムの実施本部を農学部附属里山科学センターに置き、講義
や現地実習からなるカリキュラムを共同で編成している。現在
約70名が履修中であり、修了後の活躍が期待される。

　秩父地域鳥獣害対策協議会は、平成21年7月に秩父地域で深刻化す
る鳥獣害に対し、関係機関が幅広く取り組むために設立された。その
活動は被害状況や生息状況の把握、地域(集落)における共通認識の醸
成と環境整備・普及啓発、猟友会等関係団体との連携等を含み、行政
と地域の関係団体が、鳥獣害対策のために調査研究結果を活用した対
策を、一丸となって取り組むためのとりまとめ役となっている。これ
までにサルの行動域を把握し追払うための調査・活用や、猟友会によ
る合同追払い活動等の支援を行っている。

 福島県では南相馬市を中心として、平成12年か
らアライグマが目撃されていたが、その実態は
不明であった。このため県では、今後のアライ
グマ対策の基礎資料とするため、平成22年度に
調査捕獲を実施することとなった。しかし、調
査に関するノウハウ等の蓄積がなかったため、
伊原らの研究者グループが、調査方法や捕獲に
関する技術的支援、捕獲した個体の解析の仲介
等を行い、県と研究者グループが連携してアラ
イグマの捕獲調査を進めている。
（福島県 県中農林事務所　佐藤洋司）

（栃木県自然環境課　丸山哲也）

（埼玉県秩父農林振興センター　谷口美洋子）

（株式会社地域環境計画　逸見一郎）

テレメトリーシステムによるサルの追跡

現地実習の状況

施策の実施・普及指導

担い手の確保・育成
①鳥獣害対策マイスター育成スクール
　狩猟後継者の確保・育成(5年間で50名)
②集落獣害アドバイザーの育成
　集落内に被害対策の指導者を養成
　(3年間で150名)
③獣害レンジャーの派遣
　小規模集落に対策ボランティアを派遣
　(2年間で100名)

鳥獣害対策支援チーム

集落ぐるみの野生鳥獣被害対策
　　　　　　　　　　モデル実証事業
集落全体で被害対策の推進に取り組む意
欲のある集落を公募先行し、補助金30万
円交付。支援チームとともに、対策の計
画・実施・評価に取り組む
(4年間で19集落)

県境域のシカ捕獲圧強化
丹後・但馬広域連携捕獲事業
兵庫県と京都府の県境のシカ高密度地域
において、豊岡市と京都府丹後地域の有
害鳥獣捕獲班が連携した合同捕獲活動を
実施（春・秋の年に2回活動）

豊岡農林水産振興事務所（農政振興課、森林林業課）
豊岡農業改良普及センター
新温泉農業改良普及センター
豊岡土地改良事務所
朝来農林振興事務所（農政振興課、森林林業課）
朝来農業改良普及センター
朝来土地改良事務所
森林動物研究センター

連携

集落ぐるみの対策支援

獣害シャットアウト作戦
但馬県民局の施策

市町

猟友会

JAたじま

　鳥獣害対策の推進には、総
合的な取り組みが不可欠であ
る。但馬県民局では、平成20
年度より、農林関係部局と研
究機関が連携した鳥獣害対策
支援チームを立ち上げ、被害
対策の担い手の確保・育成、
集落ぐるみの被害対策支援、
京都府との広域連携捕獲に取
り組んでいる。これらの事業
により、支援チーム、地域住
民、猟友会、JA等の参画と協
働による総合的な対策の推進
を図っている。

（兵庫県但馬県民局豊岡農林水産振興事務所　上田剛平）

特定外来生物　アライグマ

野生生物保護学会（会長敷田麻実、1994年設立）の２つめ

の部会として、2008年11月に設置。行政と研究の交流及び

協働を促進することを目的として、行政ニーズや行政デー

タに関する研究会や情報交換などを行っている。野生生物

保護学会の会員以外も準部会員として参加可能で、現在の

メンバーは約130名。

部会長：鳥居春己（奈良教育大学）

副部会長：野崎英吉（石川県）

事務局長：増澤直（地域自然情報ネットワーク）

制度　組織　トピック沿　革

　日本の野生生物保全においては、地方自治体レベルで
の施策が重要な役割を果たしています。特に鳥獣行政に
関しては、都道府県における狩猟管理を基本とした制度
により取り組まれてきたうえ、例えば科学的・計画的な
保護管理を目的として1999年に創設された「特定鳥獣保
護管理計画」も都道府県が任意に策定する計画制度とさ
れています。
　ここでは、野生生物保護学会行政研究部会の活動の一
環として、おもに都道府県を中心とした地方自治体レベ
ルでの行政と研究の連携施策を概観するため、その背景
となる制度や組織等に関する戦後の沿革をとりまとめ、
現在取り組まれている各地の実例を紹介しています。


